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事業用自動車総合安全プラン２００９を踏まえた取組み状況等 

 

平成２６年１１月５日 

公益社団法人日本バス協会 

 

１．バス事業における総合安全プラン２００９ 

  平成 21 年、国の提言を踏まえて、「バス事業に係る事故等削減目標」を定め、各

種対策を進めている。 

目標は、①平成３０年における交通事故死者数をゼロとする。 

②平成３０年における人身事故件数を 1,800 件以下とする。 

③飲酒運転をゼロとする。 

としており、「人身事故件数」については、目標年までの中間年において、目標達

成に向けて順調に推移している。 

 

２．事故発生状況の推移 

（１）交通事故死者数について【資料１】 

死亡事故の発生状況は、事業用自動車全体から見れば少数であり、近年は若干

の減少傾向が見られるものの、毎年増減を繰り返している状況である。平成 21

年以降の死亡事故件数については、21 年は 18 件、22 年は 23 件、23 年は 12 件、

24 年は 15 件、25 年は 17 件となっており、今後とも継続的な取組みが重要であ

る。 

 

（２）人身事故件数について【資料 1】 

事故件数は、平成 21 年は 3,139 件、22 年は 2,882 件、23 年は 2,605 件、24

年は 2,427 件、25 年は 2,164 件となっており、目標達成に向けて順調に推移して

いる。 

 

（３）飲酒運転について 

飲酒運転事案は、平成 21 年は 0件、22 年は 3件、23 年は 1件、24 年は 0 件、

25 年は１件と、散見されており、今後とも継続的な取組みが重要である。 

 

３．対策の実施概要 

（１）運輸安全マネジメント【資料２】 

運輸安全マネジメントについては、昨年 10 月から全ての貸切バス事業者等に

対し、安全管理規程の作成・届出及び安全統括管理者の選任・届出が義務付けら

れたことから、従前に作成・配付した小冊子「安全マネジメントに取り組みまし

ょう」について、改訂版（第 2版）を作成し、会員事業者に配付した。 
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（２）貸切バス事業者安全性評価認定制度【資料３】 

   一般利用者からは、貸切バス事業者の安全に対する取組み状況がわかりにくい

ことから、本制度を創設し、評価・公表することにより、旅行会社や利用者から

評価されやすくなり、これにより事業者の安全に対する取組みの促進につながる

ものと考えられる。 

認定制度は平成 23 年 4 から開始され、平成 26 年 10 月 1 日現在、全国で 634

事業者、18,035 両の貸切バスが認定を受けている。なお、運輸安全マネジメント

の更なる普及が重要と考えられるため、今後、国土交通省が認定する「運輸安全

マネジメント認定セミナー」の本制度への盛り込みを検討する。 

 

（３）貸切バス事業に関する適正化事業（コンサルティング）の導入【資料４】 

   「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」において、貸切バスの安全性向上

施策の一つとして、「業界団体を中心として適正化事業（法令遵守の徹底に関す

る営業所への巡回指導等）を導入、推進する。」ことが盛り込まれた。 

これを受けて、日本バス協会は、適正化事業の実施主体になることとなる各都

道府県バス協会とともに、適正化事業の導入を進めている。 

 

（４）車内事故の防止【資料５】 

   車内事故の防止対策については、平成 19 年以降、毎年 7 月の 1 か月をキャン

ペーン期間として設定し、取組みを特に強化している。車内事故件数は、キャン

ペーン開始以降、減少傾向にあり、一定の効果を上げている。 

今後、更なる削減を図るためには、他より比率の高い発進時の車内事故の削減

が重要であると考えられることから、短期的重点目標として、 

「停留所発進時における安全基本動作の徹底」 

を掲げ、発進時の車内事故の削減に重点的に取り組むこととする。 
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公益社団法人日本バス協会 

貸切バス事業者安全性評価認定制度について 

 

１．貸切バス事業者安全性評価認定制度の概要 

 

（制度の目的） 

・貸切バス事業者の安全性や安全の確保に向けた取り組みを評価し、 

公表することで、貸切バスの利用者や旅行会社がより安全性の高い貸切バス事業者を選

択しやすくする。 

・本制度を通じ、貸切バス事業者の安全性の確保に向けた意識の向上や取り組みの促進を

図る。 

 

（認定の仕組み） 

・貸切バス事業者の申請に基づき、日本バス協会が書面審査、訪問審査を行い、評価の点

数を付けたうえで、「貸切バス事業者安全性評価認定委員会」（学識経験者、国土交通

省、日本バス協会で構成）において最終的な評価認定を行う。 

・認定の有効期間は２年間。最初は一ッ星からスタートし、その後点数によって二ッ星・

三ッ星までステップアップが可能。 

・星の取得状況は、日本バス協会及び国土交通省のホームページで閲覧可能。 

 

２．評価認定の方法 

 

以下の項目の合計点で評価する。 一つ星は６０点以上、二つ星は８０点以上。 

①安全性に対する取組状況（配点６０点） 

 法令順守の状況の審査とともに法令で求められているよりも高いレベルの取り組みが行

われているかを審査（デジタル式運行記録計の使用、ドライブレコーダーの導入による

教育等）。 

②事故及び行政処分の状況（配点２０点） 

 過去２年間の有責の死傷事故の有無、行政処分による累積点数の状況等。 

③運輸安全マネジメントの取り組み状況（配点２０点） 

 輸送の安全確保の責任体制、安全方針の策定と従業員への周知、安全についての会社あ

げての取り組み状況等 

 

３．フォローアップ 

 

 星をもらっている認定事業者に対しても、点数が低い事業者を中心に、事業者指導によ

るフォローアップを行い、さらなる安全性の向上を目指している。 

セーフティバスマーク 

資料３ 
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○貸切バス事業者安全性評価認定事業者

※

※非会員の15社196両を含む。

※平成24年度に認定を受け、平成26年12月31日まで認定有効の事業者7社248両（すべて一ッ星）を含む。

○業界全体

4,536 ( 100.0 ) 48,135 ( 100.0 )

うち会員 2,165 ( 47.7 ) 34,325 ( 71.3 )

うち非会員 2,371 ( 52.3 ) 13,810 ( 28.7 )

※ 貸切バス事業者は平成25年3月現在（国土交通省調べ）

うち会員は平成26年8月現在（日本バス協会調べ）

社、％ 両、％

貸切バス事業者

全事業者数（非会員含む）に対する
認定事業者の割合 14.0% 37.5%

事業者数 車両数

※

634 18,035

会員（非会員除く）に対する
認定事業者の割合 29.3% 52.5%

平成26年10月1日現在

　貸切バス事業者安全性評価認定制度　　認定状況について

事業者数 車両数

社 両

（内 二ッ星 137） （内 二ッ星 3,933）

（内 二ッ星 326） （内 二ッ星 10,528）
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貸切バス事業に関する適正化コンサルティング事業 

検討委員会・ワーキンググループとりまとめ 

 

平成２６年９月 

 

１．はじめに  

本ワーキンググループでは、平成２５年度１０月２５日より計３回の会合を開催し、『高

速・貸切バスの安全・安心回復プラン』の施策のひとつである業界団体を中心とした適正

化コンサルティング事業（法令遵守の徹底に関する営業所への巡回指導等）を実施するこ

との推進を図る為、巡回指導方法、巡回指導項目等の検討を行い、以下の通りとりまとめ

た。 

 

２．適正化コンサルティング事業について 

適正化コンサルティング事業は各都道府県バス協会が会員貸切バス事業者に対して管理

体制の整備状況、作成すべき台帳の整備状況等の確認、指導を行うことにより安全意識の

向上を図ると共に事故防止に寄与することを目的とする。 

この事業は各都道府県バス協会の事業として行うものであり、準備が整った協会から順

次実施することとしている。その際、実施内容についても各都道府県バス協会の自主性を

尊重し、適正化事業が円滑に実施できるよう、それぞれの地域の実情に合わせて行うこと

とする。 

 

３．適正化コンサルティング事業の概要 

①事業の目的 

会員貸切バス事業者の安全性向上 

②実施機関 

各都道府県バス協会。規模の小さな協会にあっては、場合によって複数のバス協会が

協力して実施することも検討。 

③実施内容 

・訪問指導を主体として行う。 

・２名以上の者が訪問する。（各都道府県協会が巡回指導を行う指導員を雇用 

する方法や、自動車事故対策機構等第三者機関に委託して行う。） 

・法令遵守や運輸安全マネジメントに問題があれば改善指導を行う。 

④実施対象 

基本的にはバス協会加盟の貸切バス全事業者を対象とする。ただし、円滑な事業の実

施や事業実施能力上の問題等から、協会の判断で優先順位をつけて実施することもあり

うることとする（優先順位：大型車両保有事業者を優先、日本バス協会の貸切バス事業

者安全性評価認定を取得している事業者を後回しにする等）。 

 ⑤費用負担 

  運輸事業振興助成金の活用又は別途の会員事業者の負担。 

 

資料４ 
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 ⑥行政との関係、インセンティブ 

・各都道府県バス協会による適正化コンサルティング事業は実施し始めたばかりであり、

バス協会員の安全性の向上が最大の目的であるが、各バス協会の考え方が異なることか

ら、この度のワーキングにおいて、行政との連携についての取扱いは各々のバス協会の

対応とする。 

ただし、適正化コンサルティングの巡回指導と支局の監査の日程が重ならないよう、

事前に支局とスケジュールの調整を行うこととする。 

・将来的に、行政と連携し、情報提供等が行われ、実施された適正化コンサルティング

事業の内容を行政側で適正と判断された場合は、長期間未監査の監査対象から外す方向。 

 

４．巡回指導マニュアルの作成 

日本バス協会では、巡回指導員の参考資料として、ワーキンググループでの決定内容を

踏まえ、巡回指導マニュアル、法令集を作成した。各都道府県バス協会へ配布済。 

 

５．平成２５年度の日本バス協会モデル事業 

 ワーキンググループで検討したことを踏まえ、平成２５年度にモデル事業として適正化

コンサルティング事業を行った各都道府県バス協会には、日本バス協会へ情報提供をして

頂き、日本バス協会より宮城、千葉、東京、静岡のモデル事業にかかった経費の一部を負

担。 

 

６．今後の日本バス協会の取組みについて 

巡回指導員のレベルアップの為の、巡回指導員の勉強会の実施、巡回指導員の確保が困

難な地域への日本バス協会職員等の派遣、今回作成した巡回指導員用のマニュアルの改訂

を行うなど、日本バス協会は、平成２５年度のモデル事業が終了後も、各都道府県バス協

会の適正化コンサルティング事業実施を推進する為、様々なかたちでフォローしていく。 

 

７．今後の展開 

 本ワーキンググループにおいて、各都道府県バス協会が今後実施する適正化コンサルテ

ィング事業の巡回指導方法、項目等の基本的な考え方を検討し、取りまとめることが出来

た。今後、準備ができた各都道府県バス協会から本ワーキングで決定した基本的な考え方

に基づき、適正化コンサルティング事業を実施することとする。適正化コンサルティング

事業と評価認定制度により、貸切バスの安全・安心に対する信頼回復を引き続き進めてい

くこととする。 

（平成２６年度以降の予定） 

平成２６年度は北海道、青森、秋田、栃木、山梨、埼玉、愛知、広島、岡山が実施予定 

平成２７年度は茨城、群馬、神奈川、新潟、滋賀、兵庫が実施予定 
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乗合バスの行動類型別車内事故件数の推移 

 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

発進 419 427 435 413 348 422 351 343 298 268 

加速 49 28 53 64 46 36 22 27 25 25 

等速 148 132 167 187 156 140 127 123 110 81 

減速 160 162 159 187 152 133 113 111 105 116 

急停止 159 196 188 223 155 148 131 134 101 84 

右左折 45 46 61 43 47 56 37 55 35 32 

その他 88 84 84 97 114 83 79 78 64 55 

合計 1068 1075 1147 1214 1018 1018 860 871 738 661 

0
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  出典：公益財団法人 交通事故総合分析センター 
 

 
（国土交通省資料による） 

資料５ 
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Ｂ３版：車内広告枠掲出用 

 



平 成 ２ ６ 年 １ １ 月 ５ 日
２００９フォローアップ会議

ハイタク事業における

総合安全プラン２００９総合安全プラン２００９

～中間見直しを踏まえた今後の対策と削減目標～

一般社団法人般社団法人
全国ハイヤー・タクシー連合会



１．ハイタク事業における総合安全プラン２００９の削減目標（Ｈ２６年以降）

ハイタク事業における総合安全プラン２００９ハイタク事業における総合安全プラン２００９
〇 平成３０年までに

人身事故件数 １０，０００件以下
死亡事故件数 ２０件以下死亡事故件数 ２０件以下

〇 飲酒運転ゼロ
○ 覚せい剤・危険ドラッグ等薬物使用運転ゼロ（新規追加）
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中間年（Ｈ２５）の目標達成状況
目標 実績

死亡事故 ３０件 ３６件
人身事故 １５ ０００件 １６ ３２３件
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交通事故抑止重点対策期間

赤枠内は、削減目標件数

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

人身事故 20,760 20,846 20,248 19,182 17,749 16,323 14,690 13,220 11,900 10,710 9,640 

死亡事故 40 36 37 44 33 36 20

１



２．中間見直しを踏まえた今後の重点推進項目

（１）交通事故抑止重点対策期間の設定（１）交通事故抑止重点対策期間の設定

交通事故抑止重点対策期間は、平成２６年１０月から平成３０年末までとする。

（２）事故分析に基づく重点対策（２）事故分析に基づく重点対策

〇 交通事故総量抑制対策
タクシーの全交通事故の２３％を占める「出会い頭事故」防止対策

策〇 死亡事故抑止対策
タクシーの人対車両事故の３５％を占める「路上寝込み者等の轢過事故」防止対策

（３）ドライブレコーダーの画像活用によるヒヤリハット教育の推進

ドライブレコーダーのヒヤリハット場面の画像を活用して、
「何が要因であったのか」、
「どのような状況であったのか」
「何を見落としたのか」

など、 ヒヤリハットとなった要因を運転者に確認させる。
（参考）
・（独）自動車事故対策機構 （公社）自動車技術会などのデータベースの活用・（独）自動車事故対策機構、（公社）自動車技術会などのデータベースの活用
・「映像記録型ドライブレコーダ活用手順書」（国土交通省作成）の活用

（４）ＰＤＣＡサイクルによる対策の定期的な見直し

今後５年間を「交通事故抑止重点対策期間」と位置付け、ＰＤＣＡサイクルに沿って対策の定期
的・継続的な見直しを行う。

２



３．事故分析に基づく重点対策

（１） 出会い頭事故の防止

人対車両事故
3,021 
15%

正面衝突
152 
1%

追突（進行中）
283

車両相互その他

２，６２４

13%

車両単独事故
924 
5%

事故内容別事故件数の割合（Ｈ２４） ◆ 選定理由
タクシー事故の２３％を出会い頭事故が占めている。そのうち法

人タクシーの交差点内における出会い頭事故が３，５２５件、約８０
％を占めている。283 

1%

追突（駐・停車中）
3,667 
19%

左折時

右折時
1,861 
10%

％を占めている。
◆ 対策
① 信号のない交差点通過時の安全に係る基本動作の習慣化の

徹底
・ 相手車優先時の交差点通過

出会い頭
4,454 
23%

追越・追抜
339 
2%

進路変更時
837 
4%

すれ違い時
129 
1%

1,089 
6%

相手車優先時の交差点通過
２段階停止の習慣づけ

・ 自車優先時の交差点通過
アクセルからブレーキへの足乗せ換え動作の習慣づけ

② 管理者等による同乗指導等

その他

人対車両の死亡事故の内容別割合（Ｈ２４）

② 管理者等による同乗指導等

（２） 路上寝込み者等の轢過事故の防止

◆選定理由
① タクシーが関与した死亡事故の７割を人対車両の事故が占め、

通行中（対面）
3%

背面（背面）
7%

横断中

（横断歩道）

3%

その他
4%

① タク が関与した死亡事故 割を人対車両 事故が占め、
そのうち路上寝込み者の轢過事故が３６％を占めている。

◆対策
① 早めのライト点灯とライト上向け走行の徹底
・ 早めのライト点灯、ライト上向け走行することにより対象者を早3%

横断中

（横断歩道付近）

18%

横断中（その他）

路上横臥中

10件
36%

通行中（対 ）

人対車両の死亡事故件数

早 ライト点灯、ライト 向け走行する とにより対象者を早
期に発見し、事故の未然防止を図る。（通年化して継続実施）

・ 乗務員向けリーフレット作成、配布
② 路上寝込み者等発見時の警察への通報と防護措置
・ 対象者を発見した場合、警察に１１０番通報するとともに、自車

29%通行中（対面） 1

背面（背面） 2
横断中（横断歩道） 1
横断中（横断歩道付近） 5
横断中（その他①） 8
路上横臥中 10
その他② 1

人
対
車
両

対象者 発見 場合 警察 番通報す も 自車
を対象者の手前に停車させ、ハザードランプを点灯するなどし
て、警察官が到着するまで対象者の防護措置をとる。

・ 路上寝込み者対策に関する協定を警察と締結して実施。
（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計（平成２４年版）」 ３

＊路上寝込み者等とは、路上寝込み者及び認知症高齢者等の路上徘徊者をいう。



４．重点削減目標件数

〇 出会 頭事故 うち 交差点内 おける出会 頭事故を平成 年ま 件 平成 年

（１） 重点削減目標

〇 出会い頭事故のうち、交差点内における出会い頭事故を平成２７年までに２，６００件に、平成３０年
までに１，４２５件に削減します。

〇 路上寝込み者轢過死亡事故ゼロを目指します。

（２） 年別目標件数

区分 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

交差点内におけ
る出会い頭事故

*３，５２５ ２，６００ ２，１２０ １，７４５ １，４２５

（２） 年別目標件数

る出会い頭事故
（累計削減件数）

３， ， ００
（‐９００）

， ０
（‐１，４００）

，
（‐１，８００）

，
（‐２，１００）

路上寝込み者轢
過死亡事故

１０ ０ ０

４．広報・啓発活動
◆ 全タク連会長、交通安全委員長連名通知（平成２６年９月２６日付、全タク連発第９１号「総合安全プ
ラン２００９の中間見直しを踏まえた重点対策の推進について」）を発出し 対策の重点的取組みを各ラン２００９の中間見直しを踏まえた重点対策の推進について」）を発出し、対策の重点的取組みを各
県協会長に要請した。

◆ １０月３日開催の全国専務理事会議で、「総合安全プラン２００９の中間見直しを踏まえた重点対策
の推進について」に基づく対策の重点的取組みを要請した。

◆ 出会 頭事故 路上寝込み者等 轢過事故防止 啓発ポ タ を作成し 全営業所◆ 出会い頭事故、路上寝込み者等の轢過事故防止についての啓発ポスターを作成し、全営業所に
配布予定（約１万５千枚）。

◆ 対策の好事例、先行事例等をメールで発信。
◆ 路上寝込み者等の轢化事故防止対策についての協定を警察締結し、警察と連携した対策を実施◆ 路上寝込み者等の轢化事故防止対策についての協定を警察締結し、警察と連携した対策を実施
する。

◆ １１月７日開催の事業者大会において、「出会い頭事故の防止」、「路上寝込み者等の轢過事故の
防止」について、業界の総力を挙げて取り組むことを決議する。 ４
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個人タクシー事業における総合安全プラン2009

平 成 ２ ６ 年 １ １ 月 ５ 日
（一社）全国個人タクシー協会

個人タクシ 事業における総合安全プラン
中間年（平成25年）以降の具体的促進策について

（平成26年～平成30年）

中間年以降の事故削減目標 重点削減目標

１. 事故削減目標

（１）毎年、死亡事故件数（第１当事者）ゼロをめざします。

中間年以降の事故削減目標・重点削減目標

（２）毎年、飲酒運転ゼロをめざします。
（３）人身事故件数（第１当事者）を平成３０年までに８４０件以下（平成２０年

比５０％減）をめざします。

※ ３. 削減目標及びグラフのとおり。

２.  重点削減目標

（１）個人タクシーに多い事故について、（公財）交通事故総合分析センターのデ
ータから次の４類型となっていることから、これを「重点削減目標」として取り
組みを図っていくこととします。

（２）具体的には、上表の事故削減目標の中で個人タクシーに多い次の４類型の
事故の削減について、平成３０年まで３６５件以下（平成２４年比４０％減）を

めざします。めざします。

（重点削減目標） ① 交差点内での車両相互出会い頭事故
② 交差点内での人対車両事故
③ 第一通行帯での追突事故
④ 交差点内での車両相互右折時の事故

24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年
重
点
削
減
目
標

24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

発生件数 611件 最終年

削減目標 611件 570件 529件 488件 447件 406件 365件



個人タクシーの事故類型別 衝突地点別事故件数個人タクシ の事故類型別、衝突地点別事故件数

人対
車両

車両相互
車両
単独

列車 合計正面
衝突

追突
出会
い頭

追抜
追越時

すれ違
い時

左折時 右折時 その他

歩道 4 1 6 3 0 0 2 1 6 0 0 23

平成２４年１月～１２月

単
路

歩道 4 1 6 3 0 0 2 1 6 0 0 23

路側帯 7 0 0 0 0 1 1 0 2 2 0 13

非分離道路 41 2 15 14 2 1 1 0 14 2 0 92

第一通行帯 47 5 128 20 13 8 7 13 104 13 0 358

第二通行帯以上 13 0 83 3 3 1 3 4 32 4 0 146

左折専用車線 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2
路右折専用車線 0 0 8 0 0 0 0 2 0 0 0 10

加減速車線 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

登坂車線 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1

異通行帯

車道 1 3 0 0 0 0 0 0 1 0 0 5

歩道 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 3

路側帯 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交差点内 134 7 30 235 3 1 73 114 48 18 0 663

その他 26 1 22 7 2 0 5 4 21 11 0 99

合 計 273 19 294 283 23 12 92 138 228 53 0 1,415

出典（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」

計 ６１１件

出典



３.  削減目標

（１） 死亡事故(第１当事者)の発生件数と削減目標

死
亡
事

20年 21年 22年 23年 24年 25年

発生件数 ９件 ２件 ８件 ５件 ６件 ４件

基準年（平成２０年）から中間年（平成２５年）まで

事
故

発 件数 件 件 件 件 件 件

削減目標 毎年０件 0件

死
亡

26年 27年 28年 29年 30年

発生件数

中間年以降、最終年（平成３０年）まで

亡
事
故

発生件数

削減目標 毎年０件 0件

（件数）

9

12

15
削減目標

発生件数

削減目標0件▲100%

発生件数4件▲56%（対20年比）

25年(基準年)
死亡事故

9件

8

5

6

4

3

6

9

30年(最終年)
削減目標
0件▲100%

2

0

3

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年



（２）人身事故(第１当事者)の発生件数と削減目標

人
身
事
故

20年 21年 22年 23年 24年 25年

発生件数 1,678件 1,524件 1,595件 1,475件 1,415件 1,327件

削減目標 1,260件

基準年（平成２０年）から中間年（平成２５年）まで

人
身
事
故

26年 27年 28年 29年 30年

発生件数

削減目標 1,229件 1,131件 1,034件 937件 840件

中間年以降、最終年（平成３０年）まで

1,678 

1,595 

1,800

（件数）

削減目標

発生件数発生件数1,327件▲21%（対20年比）

1,524 
1,475 

1,415 

1,327

1,200

1,400

1,600

30年(最終年)
削減目標

20年(基準年)
人身事故
1,678件

800

1,000

20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

削減目標1,260件▲25%

削減目標
840件▲50%



中間年以降の削減目標達成に向けた具体的促進策

重点削減目標について、次の施策を実施していきたいと考えております。

（１）機関紙「全個協」 並びに「安全運行指導員だよ（１）機関紙「全個協」、並びに「安全運行指導員だよ
り」による広報活動

協会本部において、機関紙「全個協」、並びに

「安全運行指導員だより」に「個人タクシー事業
における総合安全プラン２００９」事故削減対策
について掲載し、同対策の周知徹底を図ります。

機関紙「全個協」
９月発行

（２）交通安全ビラにより具体的な事故防止・安全運転
ポイントを啓蒙

協会本部において、毎年９～１０月実施の交通
安全運動時に作成・配付する交通安全ビラに、具
体的な事故防止・安全運転ポイント、加齢による
運転機能の衰えや健康管理の心得などを掲載し、 ９月発行転機能 衰 康管 得 掲載 、
注意を喚起します。

（３）各支部・会員団体等における事故防止対策委員会
（仮称）の設置、活動強化

各支部、会員団体等において、事故防止対策委

員会（仮称）を設置し、当該団体の事故発生状況・員会（仮称）を設置し、当該団体の事故発生状況
事故原因等の分析、事業者からのヒヤリ・ハット
体験の報告などを行います。必要によっては、事
務所掲示板に事故の概要、原因を記したものを掲
示し、注意を喚起します。

（４）上記（３）委員会（仮称）開催時における運輸局
・運輸支局からのご講演による啓蒙

（５）従前から取り組んでいる施策について、継続して
実施します
① 安全マネジメントの周知徹底、ＰＤＣＡサ

イクルの実践
② 安全運行指導員制度の内容充実・積極活用

交通安全ビラ
９月発行

③ 事故情報の活用充実
④ 交通安全運動の実施 など



機関紙「全個協」：B4版

horie
長方形

horie
長方形







総 合 安 全 プ ラ ン ２ ０ ０ ９ の 進 捗 状 況 と 今 後 の 計 画 （ １ ） 平成２６年１１月５日
（公社）全日本トラック協会

目 標
区 分

平成２０年
実績

平成２５年
目標

平成３０年
目標

交通事故死者数 513人 380人以下 250人以下

区 分
平成２０年

実績
平成２５年

目標

平成３０年
目標

交通事故死者数 450人 330人以下 220人以下

■事業用自動車総合安全プラン２００９ ■トラック事業における総合安全プラン２００９

全
ト
協

国
交
省交通事故死者数 513人 380人以下 250人以下

人身事故件数 56,295件 43,000件以下 30,000件以下
交通事故死者数 450人 330人以下 220人以下
人身事故件数 28,838件 22,000件以下 15,000件以下

協省

当面の重点削減目標と具体的促進策

★死亡事故件数に係る新たな数値目標（重点削減目標）の設定★死亡事故件数に係る新たな数値目標（重点削減目標）の設定 ★重点削減目標に向けた具体的促進策★重点削減目標に向けた具体的促進策

●事業用トラックを第一当事者とする死亡事故件数を車両台数１万台当たり「２．０」件以下
とし、各都道府県（車籍別）の共有目標とする。

●事業用トラック重点事故対策マニュアルの策定（横断歩道事故編・交差点事故編）

●事故防止対策セミナーの開催・受講の促進

●ドラレコ及びデジタコ等安全管理機器のより積極的な導入の促進

●衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ関連機器、運行記録計、ドライブレコーダなど
運行管理・支援機器の普及拡大を促進する。

１．ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及び運行管理・支援機器の普及拡大１．ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及び運行管理・支援機器の普及拡大 ３．事故分析及び有効な事故防止対策の検討・活用３．事故分析及び有効な事故防止対策の検討・活用

中間目標の達成状況を踏まえた今後の取り組み計画

●事業用貨物自動車の事故実態を交通事故データベースから集計・分析し、それらの分
析事例をもとに事故事例集を作成し、事故防止活動に活用する。

●運行管理・支援機器の有効活用を図るため、「ドライブレコーダ導入の手引き」、
「ドライブレコーダ活用マニュアル」、「Ｗｅｂ版ヒヤリハット集」及び「事業
用トラック重点事故対策マニュアル」を制作し、ホームページ上に公開するとと
もに、普及促進を図る。

析事例をもとに事故事例集を作成し、事故防止活動に活用する。

●重大事故に係る会員事業者情報を収集し、車籍別、発生地域別、車両区分別、道
路区分別等詳細に分析するなど、事故分析手法の見直しを図るとともに、迅速か
つ効果的な検証を行い、新たな対策の樹立につなげる。

２．トラック運転者教育の充実等２．トラック運転者教育の充実等

●新規採用運転者等への「教育実習カリキュラム」を作成するとともに、実施体制
の整備、実施補助等を行う。

●「トラック追突事故防止マニュアル活用セミナー」、「ドライブレコーダ活用セ
ミナー」及び「横断歩道事故を含む交差点事故防止マニュアル活用セミナー」を

４．広報・啓発活動等４．広報・啓発活動等

●「正しい運転・明るい輸送運動」、「不正改造車を排除する運動」の実施、国の交通安全
運動等への参加など、会員事業者への広報・啓発活動を積極的に展開する。

●事業用トラックによる死亡事故の発生地域別データベースを構築し、事故防止啓
発ツールとして活用を図るミナー」及び「横断歩道事故を含む交差点事故防止マニュアル活用セミナー」を

全国各地で開催し、事故防止の意識高揚を図る。

●安全運転研修に対し助成を実施し、受講促進を図る。

●Gマーク制度（貨物自動車運送事業安全性評価制度）の普及促進を図る。

発ツールとして活用を図る。

●運転技術、安全意識向上のため、トラックドライバー・コンテストを実施する。

●全日本トラック協会及び都道府県トラック協会の総会、事業者大会等における交
通安全セミナー及び交通安全決議の実施により、交通安全に対する事業者の意識
向上の定着を図る。



総 合 安 全 プ ラ ン ２ ０ ０ ９ の 進 捗 状 況 と 今 後 の 計 画 （ ２ ） 平成２６年１１月５日
（公社）全日本トラック協会
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区分 車両台数
1万台当たり
死亡事故件数

運輸支局等 H23 H24 H25 H23比増減 率 H23 H24 H25 H23比増減 率

札　幌 6 8 5 △ 1 -17% 8 8 5 △ 3 -38%

函　館 1 1 4 3 300% 1 1 5 4 400%

室　蘭 1 4 0 △ 1 -100% 1 4 0 △ 1 -100%

帯　広 0 0 1 1 0 0 1 1

釧　路 1 3 2 1 100% 1 3 2 1 100%

北　見 0 0 1 1 0 0 1 1

旭　川 4 2 1 △ 3 -75% 4 3 1 △ 3 -75%

小　計 13 18 14 1 8% 15 19 15 0 0% 66,124 2.1 ↑

宮　城 11 7 3 △ 8 -73% 11 7 3 △ 8 -73% 26,133 1.1 ↓

福　島 9 9 5 △ 4 -44% 9 9 5 △ 4 -44% 20,962 2.4 ↓

岩　手 3 2 3 0 0% 3 2 4 1 33% 13,459 2.2 －

青　森 5 9 7 2 40% 6 10 7 1 17% 13,741 5.1 ↑

山　形 0 1 3 3 0 1 3 3 9,599 3.1 ↑

秋　田 3 1 3 0 0% 3 1 3 0 0% 8,398 3.6 －

小　計 31 29 24 △ 7 -23% 32 30 25 △ 7 -22%

新　潟 5 7 10 5 100% 5 7 10 5 100% 23,246 4.3 ↑

長　野 3 3 3 0 0% 3 3 3 0 0% 16,897 1.8 －

石　川 12 4 4 △ 8 -67% 12 4 4 △ 8 -67% 12,942 3.1 ↓

富　山 4 5 4 0 0% 4 5 4 0 0% 12,926 3.1 －

小　計 24 19 21 △ 3 -13% 24 19 21 △ 3 -13%

東　京 13 19 17 4 31% 14 20 18 4 29% 95,228 1.8 ↑

神奈川 9 15 16 7 78% 9 16 16 7 78% 65,034 2.5 ↑

千　葉 18 12 16 △ 2 -11% 18 12 16 △ 2 -11% 58,129 2.8 ↓

埼　玉 35 28 25 △ 10 -29% 35 28 27 △ 8 -23% 79,219 3.2 ↓

茨　城 9 13 20 11 122% 11 13 20 9 82% 41,124 4.9 ↑

群　馬 11 10 9 △ 2 -18% 11 10 9 △ 2 -18% 24,223 3.7 ↓

栃　木 8 6 6 △ 2 -25% 8 7 6 △ 2 -25% 22,916 2.6 ↓

山　梨 1 5 2 1 100% 1 5 2 1 100% 7,243 2.8 ↑

小　計 104 108 111 7 7% 107 111 114 7 7%

愛　知 30 10 28 △ 2 -7% 30 10 29 △ 1 -3% 80,852 3.5 ↓

静　岡 15 18 13 △ 2 -13% 17 18 14 △ 3 -18% 39,915 3.3 ↓

岐　阜 7 4 5 △ 2 -29% 7 4 5 △ 2 -29% 19,164 2.6 ↓

三　重 7 6 3 △ 4 -57% 7 6 3 △ 4 -57% 21,406 1.4 ↓

福　井 4 3 3 △ 1 -25% 4 3 3 △ 1 -25% 8,095 3.7 ↓

小　計 63 41 52 △ 11 -17% 65 41 54 △ 11 -17%

大　阪 23 32 24 1 4% 24 34 28 4 17% 88,979 2.7 ↑

京　都 4 5 10 6 150% 4 5 10 6 150% 21,210 4.7 ↑

兵　庫 13 15 17 4 31% 16 15 17 1 6% 44,837 3.8 ↑

滋　賀 3 4 3 0 0% 3 5 4 1 33% 11,740 2.6 －

奈　良 1 6 5 4 400% 1 7 5 4 400% 9,838 5.1 ↑

和歌山 1 3 2 1 100% 1 3 2 1 100% 9,129 2.2 ↑

小　計 45 65 61 16 36% 49 69 66 17 35%

広　島 14 14 3 △ 11 -79% 14 15 3 △ 11 -79% 29,219 1.0 ↓

鳥　取 1 2 1 0 0% 1 2 1 0 0% 5,101 2.0 －

島　根 1 1 1 0 0% 1 1 1 0 0% 5,892 1.7 －

岡　山 11 14 4 △ 7 -64% 12 15 4 △ 8 -67% 23,859 1.7 ↓

山　口 5 6 5 0 0% 7 6 5 △ 2 -29% 13,394 3.7 －

小　計 32 37 14 △ 18 -56% 35 39 14 △ 21 -60%

高　松 5 5 4 △ 1 -20% 6 5 4 △ 2 -33% 11,890 3.4 ↓

徳　島 2 1 1 △ 1 -50% 2 1 1 △ 1 -50% 6,730 1.5 ↓

愛　媛 4 2 3 △ 1 -25% 5 2 4 △ 1 -20% 13,958 2.1 ↓

高　知 1 4 2 1 100% 1 4 2 1 100% 6,346 3.2 ↑

小　計 12 12 10 △ 2 -17% 14 12 11 △ 3 -21%

福　岡 19 24 16 △ 3 -16% 19 26 16 △ 3 -16% 49,752 3.2 ↓

佐　賀 4 4 4 0 0% 4 4 4 0 0% 9,553 4.2 －

長　崎 0 3 5 5 0 3 5 5 8,788 5.7 ↑

熊　本 8 5 6 △ 2 -25% 8 5 7 △ 1 -13% 14,414 4.2 ↓

大　分 0 1 2 2 0 1 2 2 9,175 2.2 ↑

宮　崎 2 5 3 1 50% 2 5 3 1 50% 10,224 2.9 ↑

鹿児島 4 7 12 8 200% 4 10 13 9 225% 16,622 7.2 ↑

小　計 37 49 48 11 30% 37 54 50 13 35%

2 2 2 0 0% 2 2 2 0 0% 6,525 3.1 －

不明 3 8 4 1 33% 3 9 4 1 33%

合　計 366 388 361 △ 5 -1% 383 405 376 △ 7 -2% 1,214,150 3.0 ↓

※上記件数には、軽トラックの件数を含む。 ※車両台数は自検協データ
　（H25年8月末現在）
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平成 26 年度第 2 回事業用自動車総合安全プラン２００９フォローアップ会議 
（最終目標達成に向けた関係団体の取組） 

 
平成２６年１１月 ５日 
(独)自動車事故対策機構 

 
【今後取り組むべき課題】Ⅰ 
（１）安全体質の更なる強化 ⑥上級講習（仮称）について 
 
【施策】 
運行管理者のスキルアップのため、以下のカリキュラムの内容を運行管理者

講習に取り入れ、講習を実施する。 
・運転者の日常的な健康管理を、運行管理者が行うための指導方法 
・社会的影響の大きい重大事故の分析結果による、効果的な再発防止対策 
 
【目標達成に向けた NASVA の取組】 
・運転者の日常的な健康管理を、運行管理者が行うための指導方法 
運転者の日常的な健康管理を、運行管理者が行うための指導方法について、

「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」（平成２６年４月１８日改訂）

に基づき運行管理者講習用教材（運行管理者講習用テキスト及び視聴覚教材）

を作成し、当該教材を活用した効果的な講習を実施する。 
 
・社会的影響の大きい重大事故の分析結果による、効果的な再発防止対策 
 「事業用自動車事故調査委員会」が要因分析、再発防止対策についてとりま

とめた「特別重要調査対象事故」及び「重要調査対象事故」を事例として運行

管理者講習用テキストへ掲載し、講習会において同種事故の再発防止等につい

て内容を周知する。 
 
・その他 
本年度まで取組を進めてきた「映像記録型ドライブレコーダ、デジタル式運

行記録計等の新技術の運行管理への活用」、「運行管理者が、適性診断に基づき

適切な指導を行うための指導方法」に関する内容を取り入れた講習の実施につ

いては、来年度以降も継続する。 
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【今後取り組むべき課題】Ⅱ 
（３）飲酒運転・危険ドラッグ等薬物使用の根絶 ①運行管理者講習等におけ

るアルコールに関する専門的教育 
 
【施策】 
運転者に対する飲酒運転防止の指導を充実させるため、関係機関と協力して、

アルコールに関する専門的な教育を、運行管理者講習等で実施。 
 さらに、運行管理者講習実施機関の講師へアルコールインストラクター（ア

ルコールの基礎知識や節酒方法等の飲酒運転防止の専門的な指導等を実施）を

さらに取得させ、運転者への飲酒運転防止の指導の充実を図とともに、アルコ

ールインストラクターの養成が可能となる上級アルコールインストラクターを

育成する。 
 
 
【目標達成に向けた NASVA の取組】 
 運転者に対する飲酒運転防止の指導を充実させるため、関係機関と協力して、

アルコールに関する専門的な教育を、運行管理者講習等で実施 
 指導講習におけるアルコール専門教育を行うために、ＮＰＯ法人ＡＳＫ（以

下ＡＳＫという。）の飲酒運転防止インストラクターとして平成２５年度までに

１２６名が認定され、本年度中に３９名が認定される見込である。平成２７年

度以降においても講習担当職員を中心に養成講座を受講させ認定者を増員して

いく。 
 また、本年度からは、認定者の中から当該インストラクターの能力向上のた

めにＡＳＫが実施している「インストラクタースキルアップ研修」を受講させ

（２０名）研修内容について機構内周知することとしており、来年度以降も同

取り組みを行う。 
 さらに、来年度以降は、アルコールインストラクターの養成が可能となる上

級アルコールインストラクターの研修をＡＳＫに依頼し、アルコール専門教育

に関する機構内での教育・訓練体制の充実を図る。 
 

危険ドラッグ等薬物使用の根絶 
社会問題となっている危険ドラッグの使用による事故については、運行管理

者講習用テキストに掲載し、運行管理者及び運送事業関係者に対し使用禁止に

ついて周知し、係る事故の発生の防止を図る。 
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事業用自動車総合安全プラン２００９中間見直しへの対応 
 
１．安全体質の確立に関する主な中間見直し 
①運輸安全マネジメントの更なる実効性向上 
・認定セミナー開催による中小事業者への安マネの普及・啓発推進 
・運輸安全マネジメント評価への第三者認定機関としての参画 
②安全指導人材の育成・資質向上と安全体質の底上げ 
・指導講習講師、適性診断カウンセラーの要件研修の実施 
・第 1 種講師及び第 2 種講師に対する講師のための研修実施 
・指導講習講師、適性診断カウンセラーの派遣 
 
２．飲酒運転・危険ドラッグ等薬物使用の根絶に関する主な中間見直し 
・運行管理者指導講習講師へのアルコールインストラクター認定拡大と上級イ

ンストラクターの育成を図り、アルコールに関する専門的な教育を運行管理

者講習等で実施 
・危険ドラッグの使用による事故について、運行管理者講習テキストに掲載し

運行管理者及び運送事業関係者に使用禁止を周知する 
 
３．ＩＴ・新技術の活用に関する主な中間見直し 
・安全マネジメント支援ツールの講習会等によりドライブレコーダー・デジタ

ル式運行記録計等の普及を促進 
・ドライブレコーダー映像を用いた危険予知トレーニングＤＶＤの頒布 
・自動車アセスメント等により衝突被害軽減ブレーキ等の普及を促進 
 

以上 


